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～未来を変える挑戦は「現場」から～



「リレバン・レポート ’14」の発行にあたって
県内の景気は、緩やかに持ち直しているところですが、消費税率引上げに伴う駆け込み

需要の反動や原材料費の高騰等、景気を下押しするリスクの影響から、先行きは不透明
な状況です。

一方、県内の企業倒産状況は、依然低水準ではあるものの下げ止まっているなど、今
後については予断を許さない状況であり、経営改善に向けたより一層の取組が求められ
ているものと認識しております。
県では、中小企業金融の円滑化を図るため、リレーションシップ・バンキングを推進して

いくこととしており、その効率的な推進方策の提示を目的として、平成２０年度から「リレバ
ン・レポート」を作成しております。

第７号となる今年度の「リレバン・レポート」は、リレバン推進の課題の一つである金融機
関による「質の高いコンサルティング機能の提供」に焦点を当て、中小企業者側からみた
支援機関の評価や活用状況を調査し、支援対応の課題を浮き彫りにできたものと考えて
います。本レポートが県内中小企業金融の円滑化の一助となれば幸いです。

最後になりましたが、アンケート調査に御協力いただいた中小企業者の皆様並びに調査
票の取りまとめに御尽力いただいた商工団体を始め関係各位に御礼申し上げ、発行にあ
たっての御挨拶といたします。

平成２７年２月
青森県商工労働部長 馬場 良夫



（参考）リレバンとは

ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ（＝地域密着型金融）の略

その本質は・・・

長期的な取引関係により得られた情報を基に、質の高い対面交渉等

を通じて、早い時点で経営改善に取り組むとともに、中小企業金融に

おける貸出機能を強化することにより、金融機関自身の収益向上を図

ること。

地域密着型金融とは、「金融機関が顧客との間で親密な関
係を長く維持することにより顧客に関する情報を蓄積し、こ
の情報を基に貸出金等の金融サービスの提供を行うことで
展開するビジネスモデル（平成１５年３月２７日金融審議会報告）」である。

（ relationship  banking ）
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Ⅰ アンケート調査の概要

－ １ －

１ 調査対象
県内に事業所を有する中小企業者

２ 調査方法
県内各商工会議所・商工会、青森県中小企業団体中央会、その他業界団体の
協力による調査票の配布・回収

３ 調査時期
平成２６年１１月１０日～平成２６年１２月１１日

４ サンプルプロフィール
調査票配布数 ２,５００社
総回収数 １,６４７社（回収率６５.９％）
有効サンプル数 １,４６２社（対総回収数比８８.８％）
（有効サンプル内訳）

○業種別 建設業３３２社、製造業１４０社、卸小売業５６３社、サービス業３３６社、その他９１社
○従業員数別 「２０名以下」 １,３１６社、「２１～５０名」 ９３社、「５１～１００名」 ２９社、

「１０１名以上」 ２４社



－ ２ －

Ⅱ 中小企業者の金融機関に対する満足度

中小企業者の金融機関に対する総合満足度

６９.６点 （昨年度：６６．８点）

○ 総合満足度は、昨年度より２．８点上回った。

○ 従業員規模別では、昨年度同様、従業員２０名以下の小規模企業の満足度が低い状況となっ
ている。

○ 業種別では、製造業を除く業種の満足度が上昇し、業種間の差異は小さくなっている。
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「満足層」、「中間層」、「不満足層」とは
今回実施したアンケート調査の中で、メインバンクの総合的な満足度を調査し、その回答により、回答者を

３つに分類したもの。具体的には、以下のとおり。

メインバンクの総合的な満足度について。
１ 大変満足
２ かなり満足 満 足 層 サンプル数８９８（構成比６１.４％）
３ まあ 満足
４ 普 通 中 間 層 サンプル数４８７（構成比３３.３％）
５ やや不満
６ かなり不満 不満足層 サンプル数 ７７（構成比 ５.３％）
７ 大変不満

－ ３ －

○ 総合満足度の属性別では、満足層が増加し、その分、中間層及び不満足層の割合が減少して
いる。
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－ ４ －

○ 各項目とも総じて昨年度より上昇している。
 特に、「担保や社外保証人に依存しない融資」が上昇している。ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）の活

用や「経営者保証に関するガイドライン」の適用開始（H26.2）など、担保等に依存しない融資に対す
る金融機関の前向きな対応がうかがわれる。

○ 「販路開拓の支援」 「新商品開発・技術研究開発支援」をはじめ経営支援に関する項目で
引き続き、満足度が低い傾向がみられる。

２ 個別項目満足度



－ ５ －

○ 満足層においては、「新商品開発・技術研究開発支援」「販路開拓の支援」等の経営支援
に関連する項目の満足度が、他項目と比べて低い傾向がみられる。

３ 個別項目満足度（総合満足度属性別）
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Ⅲ 中小企業者の資金調達の現状

（今年度） ７.２％ ← （昨年度）６.９％
○ 謝絶経験率は、昨年度と比べて横ばいとなった。中小企業金融円滑化法終了後も金融機関

による融資や条件変更等の前向きな対応がうかがわれる。

○ 不満足層や業績下向きの属性で謝絶経験率が減少した一方、満足層や業績上向きの属性で
の割合は増加している。

１ 融資や条件変更の謝絶経験割合（アンケート回答時期までの１年間における謝絶経験）

金融円滑化法施行（H21.12月～H25.3月)
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《融資や条件変更申込の謝絶理由》
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－ ７ －

○ 昨年度と同様、「返済財源に乏しいから」の回答が最多となっている。

○ その他では、「総合的な判断によるもの」「これまでの返済状況が良くないから」「事業計画の達
成可能性が低いから」「担保余力がないから」の順となっている。

２ 謝絶理由 （複数回答、回答数／該当者数：サンプル数48）
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○ 謝絶理由の説明に対して「納得した」が過半数となっている一方で、謝絶後のフォローは半数に満
たなかった。

○ 謝絶理由の説明に対する納得度合が、満足度に影響している。

３ 謝絶時における金融機関からのフォローの状況 （サンプル数48）
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－ ９ －

○ 「商工会議所・商工会に相談」「他の金融機関に相談」の回答が高い割合となっている。
 どちらも最終結果では「他の金融機関から融資を受けた」割合が高い。

○ 最終結果では、「他の機関から融資を受けた」等、解決した割合が多かった一方、「未解決のま
ま」も３割を超えている。

４ 謝絶された後の行動及び結果 （複数回答、回答数／該当者数：サンプル数48））
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－ １０ －

○ 「差し迫った課題」は、①「人材の確保・育成」②「販路開拓」③「事業資金の確保」の順となって
いる。

○ 「中期的な課題」まで含めると、①「事業資金の確保」②「販路開拓」③「老朽化した設備の更
新」④「人材の確保・育成」の順に、過半数を超えている。

１ 中小企業者の経営課題
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《中小企業者の経営課題（全サンプル）》

差し迫った課題となっている 中期的な課題となっている 課題となっていない わからない

Ⅳ 中小企業者の経営課題解決への取組



18.6%

12.4%

12.8%

7.1%

9.7%

18.6%

45.8%

32.7%

42.9%

27.7%

29.6%

40.0%

30.5%

44.3%

35.4%

44.5%

41.8%

28.3%

5.1%

10.6%

8.9%

20.6%

19.0%

13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業資金の確保

人材の確保・育成

老朽化した設備の更新

技術力の維持・強化又は新技術開発

新商品・新サービスの開発

販路開拓

《中小企業者の経営課題（直近の業績が下向きの企業）》

－ １１ －

9.0%

24.3%

12.2%

5.8%

6.3%

9.5%

52.9%

49.7%

45.5%

49.7%

41.3%

50.3%

38.1%

25.4%

40.7%

37.0%

42.9%

33.9%

0.0%

0.5%

1.6%

7.4%

9.5%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業資金の確保

人材の確保・育成

老朽化した設備の更新

技術力の維持・強化又は新技術開発

新商品・新サービスの開発

販路開拓

《中小企業者の経営課題（直近の業績が上向きの企業》

差し迫った課題となっている 中期的な課題となっている 課題となっていない わからない

○ 業績が上向きの企業においては、特に、「人材の確保・育成」が喫緊の課題となっている。

○ 業績が下向きの企業においては、「事業資金の確保」及び「販路開拓」が経営課題となってい
ることがうかがわれる。



２ 経営課題に対する対応状況
○ 経営課題の相談先としては、「商工会議所・商工会」が全ての課題で上位となっている。

 金融機関は、「事業資金の確保」「老朽化した設備の更新」で上位となり、資金面に対する相談先として
認知されている。

 21あおもり産業総合支援センター及び県産業技術センター等の支援機関は、「新商品・新サービスの開
発」「技術力の維持・強化又は新技術開発」で上位となり、技術面の強化に向けた相談先となっている。

 県又は市町村等の行政機関は、「人材の確保・育成」において、一定割合の企業から相談先とみられて
いる。

－ １２ －

《経営課題に対する対応状況》



－ １３ －

＜評価方法＞
（項目） 「具体的な提案能力」 ・ 「スピード感のある対応」 ・ 「豊富な専門知識・ノウハウ」

「幅広い人脈やネットワーク」 ・ 「課題解決までの継続的な支援」

上記の５項目について、中小企業者に各機関の支援対応を５段階で評価してもらい、当該結
果を点数化して順位付けを行った。

３ 中小企業者による主な支援機関の評価

○ 金融機関は、「スピード感のある対応」への評価が高いが、「幅広い人脈やネットワーク」に対
する評価が低い。

○ 商工会議所・商工会は、「スピード感のある対応」への評価が高いが、「具体的な提案能力」
「豊富な専門知識・ノウハウ」に対する評価が低い。

○ 21あおもり産業総合支援センターは、「豊富な専門知識・ノウハウ」「具体的な提案能力」など
のコンサルティング機能に対する評価が高い。

高評価

低評価

（相対的評価）

※ 金融機関は、「老朽化した設備の更新」及び「事業資金の確保」の本業関連の相談がほとんどであることに留意。



－ １４ －

「現場力」を強化せよ

・目利き能力の向上（個の力）

・コーディネート力の向上（連携の力）

質的強化

・企業への積極的なアプローチ（脱・受身）

・ニーズの深堀り

量的強化

現場力（各営業店・渉外担当）強化に向けた挑戦が、 の未来を変える地域産業

Ⅴ 未来を変える挑戦は「現場」から

経営支援機関としての認知度 低

経営課題に対する相談状況（関係機関への相談先）
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個別項目満足度

経営支援機能に対する評価 低
（点）

未来を変えるのは、日常、企業と接している

各営業店・渉外担当

現 場 力

金融機関の現場



－ １５ －

＜番外編＞

経営支援機関としての認知度 高

中小企業の身近な相談役＝「町医者」

経営支援機能に対する評価

「豊富な専門知識・ノウハウ」「具体的な提案能力」の評価が相対的に低い

高評価

低評価

（相対的評価）

「現場力」を強化せよ

・目利き能力の向上（個の力）・コーディネート力の向上（連携の力）

質的強化

未来を変えるのは、日常、企業と接している

経営指導員

現 場 力

商工会議所・商工会の現場

商工会議所・商工会

１位 スピード感のある対応

２位 課題解決までの継続的な支援

３位 幅広い人脈やネットワーク

４位 具体的な提案能力

５位 豊富な専門知識・ノウハウ



63.2%

68.5%

70.0%
68.8% 69.6%

69.3%

41.9%
39.8% 38.6%

51.0%

51.4%

50.9%

52.4%
51.1%

49.2%

35%

45%

55%

65%

75%

平成25年3月 平成26年3月 平成26年9月

県内金融機関における預貸率の推移

青森銀行 みちのく銀行 青い森信用金庫

東奥信用金庫 青森県信用組合

資料：各金融機関ディスクロージャー誌等

○ 県内金融機関における中小企業向け貸出残高は、全体でやや減少して推移している。

○ 県内に本店を有する金融機関における預貸率は、銀行では上昇もしくは横ばい、信金・信組では

やや低下して推移している。

－ １６ －

Ⅵ 金融機関における資金供給の状況

１ 金融機関における資金供給の現状 【リレバン推進プラン課題２関連】

青森銀行

みちのく銀行

東奥信用金庫

青い森信用金庫

4,494 4,401 4,353

4,542 4,506 4,575

1,319 1,278 1,241
402 399 399
528 511 509

1,566 1,556 1,525

941 915 910

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成25年3月 平成26年3月 平成26年9月

県内金融機関における中小企業向け貸出残高の推移

青森銀行 みちのく銀行 青い森信用金庫

東奥信用金庫 青森県信用組合 日本政策金融公庫

商工組合中央金庫
億円

資料：各金融機関ディスクロージャー誌等

13,792 13,51213,566

青森県信用組合



－ １７ －

○ 多様な資金供給の状況として、ＡＢＬや私募債等の手法による資金供給の取扱いが進んでいる。

種類 活用のメリット 直近（平成25年度～26年度上半期）の実績※

ＡＢＬ
(動産・売掛金担保融資)

・借り手にとっては、これまで担保としてあまり活用さ
れてこなかった動産・売掛金担保を活用することに
より、円滑な資金調達に資することが期待される。

・金融機関にとっては、企業の動産・売掛金担保など
を継続的にモニタリングすることを通じて、企業の
経営実態をより深く把握することが可能となり、信
用リスク管理の強化が期待される。

24年度 20件 33億円
25年度 39件 76億円
26年度上半期 32件 61億円
担保動産：機械設備、重機・工作機械、製造機械、

太陽光発電設備、木材・木質チップ、
水産加工品、肉用牛、肉豚 等

・今後においても、担保の多様化や取扱金融
機関の増加が見込まれる。

私募債
(少数・特定の投資家を
対象に発行される社債)

・企業にとっては、資金調達の多様化が図られるとと
もに、固定金利の長期安定資金を調達できるほか、
毎月の返済がない（一括償還）場合もあり、返済計
画に余裕が持てる、企業のイメージアップ、発行手
続きが簡単などといったメリットがある。

24年度 56件 42億円
25年度 45件 40億円
26年度上半期 23件 21億円

ファンド
を通じた出資

・企業にとっては、資金調達の手段として重要な選択
肢の一つであり、（融資のような）担保や返済期限、
利息の支払いがなく、ファンドの設立目的（創業、成
長支援、新事業展開、事業再生等）達成に向けた
経営上の支援も期待できる、などといったメリットが
ある。

平成25年度では「とうほくのみらい応援ファンドファ
ンド」、平成26年度上半期では「青函活性化ファン

ド」に新たに出資しているほか、以下のファンドで
出資が行われている。
あおもりｸﾘｴｲﾄﾌｧﾝﾄﾞ, あおもり農商工連携ﾌｧﾝﾄﾞ,
あおぎん応援ﾌｧﾝﾄﾞ, 東日本大震災復興支援ﾌｧﾝﾄﾞ,
あおもり地域再生ﾌｧﾝﾄﾞ 等

２ 金融機関における多様な資金供給の状況 【リレバン推進プラン課題２関連】

※県内に本店を有する金融機関の実績
３ 経営改善支援の取組 【リレバン推進プラン課題３関連】

○ 経営課題を有する取引先企業を経営改善支援先と位置づけ、解決に向けて取り組まれている。
期初債務者数 うち経営改善支援取組先数

α
うち期末に債務者区分がランクアッ
プした先数β （ランクアップ率 β／α）

うち再生計画策定先数

平成25年度実績 24,978 1,346 107（7.9%） 556
※県内に本店を有する金融機関の実績



４ セミナー・研修会・勉強会の開催 【リレバン推進プラン課題１,３関連】

○ 県内の商工団体及び金融機関等において、企業の経営力強化及び自社財務状況把握のための
スキルアップ等に向けて、経営や金融、関連法、税制、創業、事業承継等の各分野をテーマとした
勉強会・研修会・セミナー等が開催されている。

－ １８ －



５ ビジネスマッチング支援 【リレバン推進プラン課題３関連】

○ 支援（取引先・経営支援先等）企業の販路開拓等に向けた商談会への出展のフォローアップによる
ビジネスマッチング支援が、関係機関との連携により実施されている。

－ １９ －
※県内金融機関及び商工団体による紹介数の積上げ
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個別項目満足度23.1%
16.3% 14.1% 13.5% 13.4%

6.9% 7.2%

'08(H20) '09(H21) '10(H22) '11(H23) '12(H24) '13(H25) '14(H26)

融資や条件変更等の謝絶率の推移

Ⅶ 「リレバン推進プラン」に基づく取組の評価
【課題１】
中小企業による的確な情報提供

中小企業が、金融機関に対して、いか
に的確に自社の経営実態等に関する
情報を提供するか。

【課題２】
適切な資金供給機能の提供

金融機関が、中小企業に対して、いか
に適切な資金供給機能を提供する
か。

【課題３】
質の高いｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能の提供

金融機関が、中小企業に対して、いか
に質の高いコンサルティング機能を提
供するか。

克服
すべき
課題

融資や条件変更に対する直近の謝
絶割合が低水準

 メインバンクに対する融資関連項目
の満足度が上昇

金融機関によりＡＢＬ等の多様な資
金供給の取扱いが進む

現状
（今回の
アンケート
結果等）

①経営者の意識改革
②中小企業のスキルアップ
③中小企業の経営実態等の提供に
係る情報不足の解消

④金融機関側の受入体制の強化

①不動産担保や個人保証に過度に依
存しない資金供給機能の提供

②中小企業のライフステージに応じた
適切な資金供給機能の提供

③多様な資金供給の担い手との連携
強化

①的確な中小企業ニーズの把握
②コンサルティング機能の強化
③外部機関との連携による質の高い
コンサルティング機能の提供

④企業再生支援体制の強化

評価

－ ２０ －

 メインバンクに対する経営支援関連
項目の満足度が低い

経営課題に対するメインバンクへの
相談状況が低い

取組強化が必要引き続き取組を

68.3 69.4
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66.5
64.5

64

67

70

手続きの

簡単さ

審査

スピード

融資への

対応

担保に依存

しない融資

（点）
融資関連項目の個別項目満足度

今年度 昨年度

取組強化が必要

17.6%

32.4%

43.1%

29.9%

82.4%

67.6%

56.9%

70.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

下向き

横ばい

上向き

全体

資金繰り表の作成状況（業績別）

作成している 作成していない

支援機関において、企業の自社財
務状況把握のためのスキルアップに
向けた研修会等を実施（Ｐ１８参照）

＜リレバン・レポート’１３より＞

資金繰り表の作成状況は高くない
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